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工 は じ め に
品質管理の問題は,経 済発展 において重要な課題である と同時に,企 業の成
長過程において も大へん重要で ある㌔
品質管理活動 の典型 ともいわれ るQCサ ークル活動は民間企業 レベルで行わ
れ るべ き課題で あろ うが,韓 国でQCサ ー クル活動は,政 府主導 によ って導入
され,普 及され るよ うになった。民 間企業 の自発的努力を待 ってお られなか っ
た政府が70年代高度経済成長を達成す るために,輸 出 ドライブ政策 とともにQ
Cサ ー クル活動 を導入消極的な企業 に対 して,き め細かな政策措置を行い誘導
したので,そ の広が りをみせるようにな ったので ある㌔ 政府主 導に よるQC
サー クル運動が展開 される過程で,一 部 の企業 はそれを積極的 に取入れ,企 業
の成長に結 びつ けることができた。 しか し,そ うではない企業は,形 式的には
政府 の政策に従 った もののQCサ ー クル活動の展開は消極 的であ ったので,か
えって企業の重荷 にな った例 もある。
本稿では韓国の代表的企業グループ三星の一つの企業で ある三星電子のQC
サー クル活動 を'とりあげる。三星電子は,創 立 してわずか二十年あま りで 世界
屈指の大企業 と して成長 を成 し遂げた企業であ る。 その成功にはさまざまな要
*本 稿 の 執 筆 に 際 し,赤 岡 功 教 授 か らの 多 くの 有 益 な御 教 示 を賜 った 。 記 して,感 謝 の 意 を表 し
た い 。 あ り うべ き誤謬 は筆 者 自身 の 責任 で あ る 。
1)['THEQUALITYIMPERATIVE"BUSINESSWEEKDecember2,1991.p.17-69.
2)拙 稿 「韓 国 に お け るQCサ ー ク ル 活 動 と経 済 発 展 」r日 本 労 務 学 会 年 報 」 日本 労 務 学 会 編1989
年12月,163-172ペー ジ。
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.因が作用 しているが,QCサ ー クル活動はその中で もとりわけ重要 な要 因の一
つで ある。
三星 グループの各企業は,政 府主導によ りQCサ ー クル活動が広が りを見せ
る前 か ら合理化の一環 としてQCサ ー クル活動 を段階的に取 り入れ,成 果をあ
げていた例である。
それゆえ1975年か ら政府主催で 「品質管理全国大会」が開かれ ると三星系列
の企業は,75年に第一毛織,77年に第一合繊,78に第一製糖 と三星電子 などが
次 々に品質管理大賞 を受賞 したのであ る。 これら一連の企業の受賞はその成果
の大 きさを証明 してい る。
`特に
,三 星電子のQCサ ー クル活動 において注 目すべ き点は,QCサ ー クル
活動が導入す るに際 して,会 社が創立 の初期か ら自らQCサ ー クル活動 に意識
的な努力をお こな ったが,政 府の政策的意識に上 り,さ らに拍車 をか けるよう
になったこ とであ る。 さらに,三 星電子 は電子業界で は始めて協力(部 品)会
社 を取 り込 んだQCサ ークル活動をお こなった り,内部的には 「品質経営本部
制」 の設置運営 を通 じて,い ち早 く総括的品質管理経営体制を整 え運営 した こ
ともある。
このような三星電子の積極的なQCサ ー クル活動 は,こ れ まで も政府 のQC
サー クル活動 のモデルにな って きたが,最 近は政府によ り提唱され,企 業 に広
が りを見せ てい る新 しいQCサ ー クル活動で ある 「品質経営(QM)運 動」3,
にもモデルケースにな ってい る。 ・
本稿で は,(1)三星電子 はなぜ この ように政府 の政策 に先 ん じて 自発的QC
3)QM(QuaIityMandgem巳net>は国際標準化機構が採択 した品質体制 として品質経営 とその認
証制度(1SO90000シリーズ)で 最近韓国政府 は国の規格(KS)と して採択した。
主化宣言以後,民 主化 ・開放化過程で派生 した勤労意欲減退 ・品質意識の低下 などがい86年民
ち じるしい中,製 品の輸出検査不合格率をみると過去1～2%か ら89年6.2%,90年5.3%93年
4.7%程度で,こ れは日本や台湾に くらべ2-3倍 程高い率をしめしてい る。そのような状況の
中,最 近政府は企業の品質革新体制運動 としてQM運 動を紹介.展 開 している。政府は92年10月
までは50人以上の全企業体が品質 ・技術分任組を再組織す るよう関係法令 と制度を整備,93年か
らはKSな ど認 ・許可の前提要件化し,QM優 秀企業に対 して最優先的に金融 ・税制など政府支
援施策に最優先的に反映す る方針である。「品質 と経営」92年ユ0月45ページ参照。
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サ ー クル活 動 に取 り組 ま なけれ ば な らなか ったか,(2>成果 を上 げ るた め に は ど
の よ うなQCサ ー クル活動 の展 開 を行 ったか,以 上2つ の点 につい て考 察 して
み るこ とにす る。
豆 三星の電子産業への進 出 とQCサ ークル活動
1三 星 の 電子 産業 へ の進 出
1950年代,韓 国 が現 代資 本 主義 国 家 と して成長 してい く初期 過 程 に お いて,
工 業 製 品の 大部 分 は外 国か らの輸 入 に頼 らざ る をえ なか った 。 その よ うな環境
の 中,政 府 は,ま ず簡 単 な生 活必 需 品の 国 内生産 を賄 うた め輸 入代 替 産 業 の育
成 政策 に取 り組 んだ 。 そ れ を 契機 に三 星 の創 立 者 で あ る李 乗 吉吉氏 は 「第1製
糖 」(1953年)と 「第1毛 織 」(1954年)を設 立 し,独 寡 占的 な利益 を享 受 しな
が ら財 閥の土 台 を作 り上 げた。
しか し,1960年代 に入 り経 済 開発 政 策 が始 ま り,重 工 業部 門が重 点 的 に開発
され,そ の比 重 が 急 速 に増 大 した。 政 府 は第二 次 経 済 開発5ケ 年 計 画('67一
'72)期間 中に は
,特 に重 化学 工 業及 び電 子 産 業 へ力 を 入れ る とい う政 府 方 針
を発表 した。 それ で,電 子工 業振 興 法 が 制定('68,12)(日本'57制定)さ れ,
電 子工 業振 興 基本 計 画が樹 立 ・施行 され るこ とにな り,電 子 工 業 は韓 国 におい
て 新 しい輸 出戦略 産 業 と して浮 上 した。 その よ うな状 況 の 中,消 費 財 産 業 のみ
に と どま って いて は将 来 に問題 が生 ず る こと と判 断 した 三星 と して は,持 続 的
な成長 を続 け るた めに,新 しい 産業 分野 へ進 出 を模 索 しな けれ ば な らな か った
の であ る。 そ こで 三星 は政府 の誘 い もあ り重 化 学工 業 の投 資 を決 め,そ の当 時
世 界で 最 大 規模 の韓 国肥 料建 設 に全 グルー プ を挙 げ て必 死 に取 り組 ん だが,完
成 を 目前 に して韓 肥事 件41が起 き,そ れ を政 府 へ 献納 す る よ うにな った ので あ






日に設立 した 。会 社設 立 に関連 して 政府 及 び関連 企業 の一 連 の動 きは次 の よ う
で あ る。
69.1.13三 星 電子 設立 登記
69.1.28政 府,電 子工 業振 興 法 を公布
69,3.5(日 本)三 洋 と合 弁事 業 契約 締結,政 府 に認 可 申請
69,6.13日 本 との 合弁 会社 設立 認可 申請書 を経 済 企画 院 に提 出
69.6.19「電子 工業 振 興8ケ 年 基本 計 画」 を発 表,電 子部 品 を輸 出戦略 産
業 と して 開発 す る と宣言
69.6.26韓 国 電子 工業 共 同組 合傘 下59団体 の反対 声 明 発表
上 記 の よ うに三 星 は電 子 産業 に乗 り出 しは じめて るが,し か し,三 星 と三 洋
の合 弁 会 社 が認 可 され る過 程で,国 内既存 企 業 の強 い反 発 に当 り5㌧三 星 は関
連 業 界 に対 して説 得 に励 む 一方,李 乗吉言氏 は朴 大統 領 を訪 ね て三 星 の事 業計 画
の妥 当性 を説 明 す る事態 に まで 至 った。 しか し政府 は,生 産す る製 品 の全 量 を
輸 出す る条 件 で 三星 に許可 を与 えた。
2既 存業界 の反発 と政府の制限的認可
三星電子 は,当 初生産量の15%の国内販売 を目標 したが,合 弁会社が認可 さ
れ る過程で,国 内既存企業の強い反発にあい,生 産品の全量輸 出を条件 に合弁
会社設立 の認可が政府か ら出されることになった。三星 としては事業開始 の最
初か ら全量 を輸出す ると言 うのは大変厳 しい事態ではあるが,電 子産業への進
出をあ きらめるのではない限 り,こ の条件で受 け入れ るしが なか った。
一方,合 弁先の 日本の三洋電気は井植歳男会長の死亡 と全量輸 出条件 とい う
不利 な点 を理由 に,合 弁 会社の設立計画の白紙化 を主張す る事態にまで至 った
5)韓 国電子工業共同組合傘下59団体は1969年6月26日付き[釜 山国際新聞」の社説を通 じて,過
当競争を招 く合弁会社の設立に反対す るという趣 旨の反対意思を表明,6月27日には朝鮮 とソウ
ル両新聞にも大 きく報道されたのである。また,既 存業体は7月1日 付き 「東亜 日報」には広告
欄 を通 じて三星の合弁 会社設立 を反対する対政府建 議案 の内容案を掲載 した。 〔194ページ)
(122)
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が,大 幅 な形で工 場 規模 を縮 小 し,か つ 生産 と販 売権 を三 洋 に譲 る条件 下 で会
社 が 設立 す る ことに な った ので ある。 と ころで,輸 出す る には,価 格 が安 いだ
けで な く,国 際市 場 で通 用す るだ け の品 質が必 要 で あ った 。 その た め に は設 計
か ら製造,梱 包 に至 るまで の各段 階 で の徹 底 的 な コ ス トダ ウ ンを図 らな けれ ば
な らなか った し,そ のた め に三 星 は 自 ら進 んでQCサ ー クル活動 に熱 心 に取 り
込 む よ うに な った の であ る。
皿 三星電子の成長 とQCサ ークル活動の展開
1三 星電 子 の成 長軌 道(図 表IH-1参 照)
電子 産 業 は高度 の技 術 と熟練 され た技 能 人 力 を必要 とす る事 業 で あ るので.
三 星電 子 は創 立後1年 間,ま ず,技 術 の導 入 の ため に 日本 の三 洋電 機(製 品分
野),NEC(部 品分 野)と 交 渉,合 弁 会 社 の設立 を推 進 す る一方,熟 練 の確
保 のた め には国内 の既 存 人力 をス カ ウ トに よ らず要 員 を社 内外 で公 募 して,三
次 にわ た って,日 本へ 派遣 ・研 修 させ た後,帰 国 と同時 に それ ぞれ の部 門で創
立 メ ンバ ー と して活 用す る よ う にな った6〕。 そ れ と同時 に水原 に三 星 電 子 団 地
の確保 と造成,工 場 建 設 に も励 んだ ので あ る。 そ の よ うな三星 の組 織 を挙 げ て
の努 力 の結 果,様 々な紆 余 曲折7〕を経 て,三 星三 洋 電機 は1969年12月4日に,
三 星NECは70年 ユ月20日に正式 に設立 され る よ うに な った。 三 星 三洋 電機 は
三 洋電 機 か ら技術 援助 を受 けTV,ラ ジオ,ス テ レオ,ト ラ ンジス タ,ス ピー
カ,コ ンデ ンサ ー,チ ュー ナー な どを生 産 し,三 星NECは 真 空管 を生 産す る
よ うに な った 。71年5月 には 日本 カ シオ社 と電 卓技 術 導 入契 約 を締 結 した。
6)三 星電子は既存人力をスカウ トによらず社内外で人員を公募 し,第 ユ次で63名(69年9月5日
NEC),第2次 で24名(11月2日大阪三洋),第3次 で19名 〔東京三洋11月9日)を 日本の合併
会社へ送 り,技術研修を受 けさせた後,70年4月28日帰国 と同時に,そ れぞれの部門で創立メン
バーとして活躍するように した。
7)① その間合作を積極 的に推進 してきた三洋の井上会長逝去,②国内既存電子業界の反発,③ 政
府は国内既存業者の反発で全量輸出の条件付許可など:初 めては15%国内市販を目標 したが全量
輸出条件で許可が出たので合弁先の三洋が難色 を言いだ したこと。
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図表 皿一1
(三星 物 産)
三 星 電 子 工 業㈱
69.1.13
(子会 社)




社 長 総 括
三r星電 気
三 星 電 管
三 星 電 子 部 品
社 名 変 更
三 星 電 子 ㈱
84.2.28










三 星 コ ー ニ ン㈱
74.3.28
74.3.28
(三星 電 機 部 品)
三三星 電 子 部 品
74.3.28
米 ・コ 一 二 ングラ ス ワクス ー
73.12.28
吸 収 ・合 併





韓 国 半 導 体 引 受
77.ユ2.38
三 星 半 導 体
78.3.2
吸 収 ・合 併
三 星 電 子 半 導 体 事 業 部
88.1.1・2.1
韓 国 電 子 通 信
(弓1受)88.3.1
GET吸収 ・合 併
韓 国 電 子 通 信 へ
88.9.2
三 星 時 計 株 式 会 社
83.6.27
三 星 半 導 体 通 信 へ
82,12.7
三 星 医 療 器 株 式 会社
84,4.28
三 星 ビュー レット ・ペ ッカー ト(.
84.9,1













社 名 変 更
三 星 電 機 ㈱ へ
84.2.28
三 星 コ 一 二 ン(株)
米 ・コ一 二 ング ラス ワクス
社 名 変 更




三 星 ビュ ー レット ・
ペ ッカー ト㈱
三 星 デ ータシステム㈱
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〈子会社の設立 の失敗 と三星≡洋パー トの設立〉
三星電子 は三星≡:洋電機 と三星NECの 両合併会社 を設立 した後,あ る程度,
技術,経 験 の習得,蓄 積がで きるまで両系列会社の製品の輸 出お よび国内販売
(71年末か らの国 内市場 一部認可)を しながら市場経験 を積 んだ。 このよ うに
わずか1年9ケ 月の短 い期 間の経験 と技術の蓄積を土台に三星電子 は独 自的に
自社 内で製造事業 を担当す る子会社三星エ レク トリックスを71年9月15日に設
立 した。そのために三洋電機以外の 日本の先進企業 とも技術導 入契約 を結 び72
年 に総数25名の技術研修生 を技術導入先に派遣,技 術習得 をさせた。その よう
な行為が三洋 との摩擦 をお こ し,両 社 は しば らくの問 ぎ くしゃ くした関係 に
陥 ったが,関 係改善 のため に73年,2月に新 しい合 意書 によ り新 しく技術援助
契約 を締結 した。それで三洋 は亀尾 に独 自に設立 しようとした電子部品工場 を
三星の水原の電子団地内に設立するようにな り,三星電子が資本参加す ること
で合弁会社三星 パー トが設立 された。従?て,三 星 エ レク トリックスは73年3
月2日 三星電子 に合併す ることにな った。三星三洋パー トはTVの 核心部門で
あるチ ェーナー,偏 向コイル,高 圧 トラ ンス,電 解 コ ンデ ンサーなどをつ くる
よ うになった。
三星電子は73年12月には米国のコ一二 ングラスワー クスと共1司で三星 コ一二
ン㈱ を設立 し,ブ ラウン管用 のバルブカラス生産 に着手 した。同.「場 は77年5
月27日竣工,す ぐTQC事 務局 を設置,全 社的な品質管理運動を展 開 して77年
9月には米国のUL規 格の承認 を得 ることによ り国際競争が可能になった。
〈技術系人材の登用 と品質 ・現場 中心管理体制>
73年8月1日三星電子は三洋電機 と冷機製品の技術導入契約を締結 して,74年
2月には設備 と部品の調達及 び設置 を完了 して試行生産 に入 った。 しか し2月
の1ケ 月間で200台生産 したが合格 品は3台 にすぎなか った。 これ に衝撃を受
けた三星電子 は技術系出身の専務の陣頭指揮下で品質改善 に全力を注いだ。そ
の結果3月 中には合格 品400台を生産 して,74年度の 目標量月3千 台 を無事 に
生産,販 売す ることがで きた。当時,新 製品企画や品質 に関す る思想が貧弱 な
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韓 国企 業風 土 の 中 で,姜 専 務 は完 全 自由競 争 で あ る輸 出市場 で 勝 ち 抜 くた め に
徹 底 した コス ト管 理政 策 と合理化 政 策 を遂そテす る一 方 ・ 品質 管理 を全社 員 に徹
底 させ た 。1973年オイ ル ・シ ョック当時 も三 星電 子 は国 内市 場 で優 勢 を維 持 で
き,売 上 は前 年 度 に比 べか え って33%上 が って無 事 にオ イル ・シ ョ ックを乗 り
切 った 。
74年8月 に は異 例 な こ とだ が理 工 系の姜 専 務 が社 長 に昇 進 し91,75年2月に
は三 星 電 子(旧 三 星 電 子 工 業 ㈱)・ 三 星 電機(旧 三 星 三洋 電 機)・ 三 星 電 管
(旧三 星NEC)を 統 括す る よ うにな り,組 織 の再 編成 も行 われ た。
〈大 規模 化 ・系列 化 と品質 運動 〉
セ ッ ト ・メー カーで あ る電子 関係 企業 が 国際競 争 力 を強化 す るた め に は部 品
の安定 的 供給 が必 要で あ り,そ れ のた め には系列 化 が必 要 で あ る。 そ して,そ
の系列 化 を可 能 にす るの は部 品の 品 質で あ るか ら電子 産業 に おい て品 質管 理 は
な に よ り大 事 な問題 で あ る。
三 星電子 の系列 化 は,吸 収 ・合 併 によ り自社 グル ー プ内 の系列 化 と外 部 の部
品供給 会社 の 系列 化 を通 じて,事 業 の拡 大 を続 けなが ら品 質運 動 を広 げ てい た 。
77年4月30日に三 星電 機(旧 三 星 三洋 電機 子)を 吸 収 ・合併 させ,二 元化 し
て いた 生 産体 制 を一 元 化 す る こ とに よ り効率 的運 営 をお こな うよ う にな った。
ユ974年1月26日に は米 国 のICII(lntegratedCircuitlnternationailnc)と
合 作で 設 立 され た韓 国半 導体 の韓 国 人の持分 を引受 け,半 導 体事 業 へ も参 加 す
る よ う に な り,77年ユ2月に はICIIが所 有 して い た残 り50%の持 分 も引受 け,
韓 国半 導体 を 完全 に グルー プ内 の電子 系列 社 に編 入 した 。78年3月 に は三星 半
導体 へ 社 名 を変 更,そ の 後電子 腕 時 計用 チ ップ,電 子 オ ー ブ ン用 チ ップを 生産
8)韓 国では伝統的な文官崇拝を重視 し.て獣 経営風土のためか,そ の当時理工系 出身の最離 営
者がす くなか った し,また役員の中に毛技術者の比重は低か った。企業経営者の大部分は教養を
重視す る文科系出身者であ ったので理工系出身である彼 の昇進は例外であった。彼はソウル大学
電子工学科を卒業 した俊材で.在 韓米軍放送局,KBSを 経て東洋テ レビに属 していた当時韓国
第1の テレビ技術者として評判であったが,李 会長の勧誘により入社 した とい う。彼 が三星電子
に入った当時三星電子は量産体制が うま くいかず,品 質デザイン面 においても問題が発生 し,生
産 と販売,両 面で障害が生 じた時期であフた。r決断の条件」1998年10月309ページ。
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して きたが,三 星 半 導体 は,韓 国電 子 通 信(80年3月 三 星 電 子 が 政府 か ら引
受)へ 吸収 ・合併 され た。 この よ うに始 ま った 三星 半導 体 事業 は春先 には米 国
の全 世 界 ドラ ム市 場 売上 高 の ラ ンクで東 芝 につ いで 第二 位 とな り,最 先 端 の4
メ ガ ・ドラム市場 シェア におい て は23%に も達 し,二 位 にか な りの差 をつ け る
よ うに な るまで成 長 した9,ので あ る。
〈GET通 信 の設 立 と韓 国電 子通 信 の引 受〉
経 済 成長 に伴 い 産業 用,家 庭 用 の通信 需要 の激増 に対処 す るた め に政府 は膨
大 な予 算:を投 資 して,77年2月 韓 国 電子 通信 ㈱'Olを公 営 会社 と して設 立す る よ
うに な った が,そ の よ うな状 況 の 中,三 星電 子 も77年12月5日米 国GET社 と
の共 同投 資 で通 信 産業 へ参 加 して,69年発足 当時か ら定款 に 「通信 機械 器 具 の
制 作 販 売業 」 を事業 内容 と してい た こ とがか な り遅 れ て 実現 した。
79年5月15日政府 は通信 産 業体 制 を民 間主 導 の 自律競 争 体 制 へ方針 を変 えた
ので,12月19日三星 電 子 の主導 で 他 の3社 と韓 国電 子逓 信 を引受 けた創 立 後4
年 間75億の 累積 赤字 の 会社 を引 受 けた。 そ して組 織 的 な三 星 の 目標管 理 に よ る
経 営 方針 を標 ぼ う し積 極 的 な経 営 に取 り組 んだ結 果,民 営 化2年 目の81年には
19億の黒 字 をだ した。
84年9月1日 に は ミニ コ ン ピ ュー ター の 生 産 の た め に 三 星 電 子 は 米 国 の
ビ ュー レ ッ ト ・ペ ッカー ド社 と合 弁 会社 三星 ビ ュー レ ッ ト ・ペ ッカー ド社 の設
立,パ ソコ ン,プ リンタな どの生 産供給 をお こな って い る。
〈韓 国電 子業 界 の ト ップ を取 る>ID
三 星 電子 は,売 上 高 で82年4,264億83年に7,070億84年に は1兆3,516億ウオ
ンに伸 び,三 星 電子 は 自社 よ り10年も先 に立 ち国 内 電子 産 業 の草 分 け的存 在 で
あ った ライバ ル企 業 を抜 い て国 内1位 に た った。
9)日 本 経 済 新 聞1992年11月5口(木)14面σ
10)「韓 国 電 子 通信 」 は 第4次5ケ 年計 画 中,韓 国 政 府 は 電 話 交 換 方 式 をESS(電 子 交 換 方 式)
に 決 定,7500億の膨 大 な予 算 を 投 資 し,当 時105万回 線 電 話 を250万回線 に拡 張 す る た め に公 営 会
社 と して1976年12月に を設 立 さ れ た。
11)「 日経 ビジ ネ ス」:[986,7,7号27ページ。
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三星電子が この ように業界の頂点に立つ ことが出来たのは,輸 出によ り主導
された ことであ る。創立初期,三 星電子は国内市場が閉ざされ,激 しい海外市
場で 品質 ・価格両面での競争力 をつけて きたか らであった と言えよう。
〈三星電子 の統合経営体制へ〉
世界の保護貿易主義が強化され,電 子産業においては急速 な技術革新,技 術
の多機能化 などによ りシステム化が進んだ。 これ に伴い三星電子 は家電製品 ・
半導体 ・産業用電子機器を単一業体で生産 して,統 合的生産 ・運営 よる利点 を
最大 限生かすために88年11月ユ1ヨ統合経営体制へ 出発す るようにな った。
〈海外現 地工場の進 出 と韓国式経営管理の普及〉
発足当時,電 子産業 にはまった く未経験だ.つた三星 は,外 国 との合弁会社 を
作 り,品 質管理やQCサ ー クル活動 など生産現場で の経営 ノウハ ウか ら高度の
技術 まで,す べ てを受 け入れなければならなか った。 しか し,三 星は最短期 間
でそれらを吸収 ・消化 し三星のカラーに した。それは,国 内の他 の企業 よ りい
ちはや く学卒者 の公募 を行い,組 織 内に人的資源 の蓄積が あったか ら可能で
あったといえよう。三星 は蓄積 された物質的,人 的資源 と経営 ノウハウを十分
に生か して,1982年3月30日ポ ル トガルに海外現地工 場を設立 した1;1。それ を
手始めに海外での現地工場 を次 々 と設立 し13',グローバルな企業戦略 を展 開 し
ている。
2三 星 電 子 のRCサ ー ク ル 活 動 の 展 開
同 社 は,全 量 輸 出 を 条 件 に 合 併 会 社 の 設 立 が 許 可 さ れ た の で,海 外 市 場 で 品
質 の 保 証 は も ち ろ ん,国 際 競 争 を 強 化 して 企 業 の 持 続 的 成 長 を 図 る た め にQC
サ ー ク ル 活 動 は さ け ら れ ぬ 課 題 で あ っ た 。 そ れ で ,次 の よ う に段 階 的 にQC
12)最初にポル トガルへ進出 したのは.D先 進諸国の対韓輸入規制 と,2)北米市場に集中 してい
た海外市場 の多様化.3)ECの 貿易障壁を乗 り越 える目的から行われた。「三星電子二十年史』
344ペー ジ。
ユ3)84年1月6日米国のニュージャージー州 ロクスベ リ市に,87年10月英国.88年3月メキシコ,





〈要員の 日本への派遣 ・研修 とTQC>三 星三洋電気で は1971年に品質管理
(OC)運動 を展開す るため に品質管理要 員をR本 に派遣 し研修 させ た。そ し
て1972年TV生産:が本格化 され るにつれ検査体制を確立 して製品の品質保証の
ために信頼性試験 を実施 しなが ら,QC運 動 も全社的なTQC運 動へ展開させた。
<全社員 のQC教 育>1973年10月にはQCサ ークル活動 を導入 して,全 社員の
QC教 育が実施 された。 これ と同時に三星三洋電気 は,日 本の三洋電気が68年
か ら導入 して効果を上げてい る品質管理運動(ZD)を 導入 して,こ の運動 を
経営5ケ 年計画 に取入れた。代表理事 を委員長 にす る三星三洋ZD推 進委員会
を構成,そ の下に事務局,研 究会,部 署 別分科委員会を置 き,QC関 係者 らの
社外教育 を積極的に展開 した。 その結果,年 末には登録 グループ数が126で参
加社員の数が全社員の66%にあたる1222名に達 した。約1000万ウオ ンの コス ト
削減効果 を上げ,生 産性向上 と原価節減 に相当な成績をあげた。74年には1600
万 ウオンのコス ト削減成果 をあげた。
2)品質管理体 制の構築期(1975年一82年)
〈リー ダー養 成課程 と事業 部別QC管 理部設 置〉 そ して75年か らはQCリ ー
ダー養成課程 を通 じて指導者を育成 した。75年からは社長直轄 に品質管理課 を
新設 してTQC業 務 の推進 とKSマ ーク獲得を推進させ るようにしたが,76年
に体 制変更によ り各事業部本部別品質管理部を設置す るようにな った。
〈「社是」,「経営 スローガン」,「社内報」〉事業が拡大 されるにつれ経営管理体
制の分権化,従 業員数の飛躍的増加が進行 し,そ れによ りすぺ ての役職員間の
人和団結 と一体感 の造成 のために行動指針が提 示 された。そ して,75年末に
「社是」u}と「我 らの信条」「経営 スローガ ン」 などが確 定 され76年か ら試行す
14)社是:① 事業報告の精神で産業人の誇 りをもって生産活動 に全力をつ くし立派な祖 国建設に貢
献 しよう。②経済の合理性 を追求し.,生産性を高め量質兼備の製品を供給 して世界人の文化生活
に寄与する。③各自誠実に働き和睦 と協同で責任を完遂 して甲斐ある仕事場を建設しよう。
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るよ うにな った,ま た社内広報 と社員間の健全な風土造成および教育 ・教養増
進の 目的で社内報 「三星電子」が76年7月16日付で創刊された(三 星電子二〇
年史P.213)。
〈「社 内標準化」作業 とTQC運 動へ〉
しか し,国 内外の需要 の急増加で 会社規模が膨大にな り,い ままで の品質管
理運動 を全面的 に再整備 しなければな らない状態 にな った。それで三星電子 は
1977年三星電気(旧 三星三洋電機)の 吸収 ・合併を契機 に,そ の間に各部署別
に実施 して きた各種経営合理化運動 を再整備 して全社的なTQC運 動へ発展 さ
せ,こ れ を強力 に推 進す るこ とを決定 した。 また,工 場 セマ ウル運動 とQC
サー クル活動 を結合させ,QCサ ークルとZDグ ループをセマ ウルサー クルに
統合させた。そ して,一 線従業員か ら役員までQC技 法 に対す る教育 を実施す
ると同時 に 「総力品質管理で世界第一 になろ う」 とい うスローガ ンで精神教育
も行 った。またTQC推 進組織 を編成 して階層別教育訓練体系を確立 した。同
年7月 には第1回 水原地区セマ ウルサークル発表大会 に参加 して優秀賞を受賞
した。
1978年は 「TQC定着の年」 に設.定,各事業部 の品質管理課 を部へ昇格 させ
た。同時に全社 員 にSQCお よびPDCA(Plan,Do,Check,Action)を日常
化す るために従業員か ら役員にいたるまで,QC技 法 につ いて教育 を実施す る
と同時 に各種行事や発表会 を開催,優 秀事例 を本 に編集 して全社員 に普及 した。
特 に,1978年6月刊行された 「総力品質管理 現況説明書」 は約1200Pに達
す る膨大な本で,各 界か らQC活 動の精粋を収録 した 「品質管理の教科書」だ
とい う評判 を勝 ち得 たほどであ る。10月にはQC活 動の総合的評価で 日本のデ
ミング賞 に当たる 「全 国品質管理及び標準化大会」の 「品質管理大賞」 を獲得
す るよ うになったのであ る,1978年にはIE(lndusturialEngineering産業工
学)VI(ValueInnovetion価値革新)な どの技 法 を活用 して生産性 向上 お
よび原価節減 を推進す る一方,社 内標準を再整備 し三星 グループ内外電子関係
社および協力会社 のTQC運 動 を指導協力す るのに努力を注いだ。
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1979年は 「工場セマウル拡大 ・深化 の年」 に定め3月 には工場 セマ ウル前進
大会 を行い,5月 には第5回 全社工場 セマ ウル分任組競進大会(QCサ クール
大会)が 開かれ,6月 には国際品質管理分任組交流会が開かれた。 この ように,
品質管理の国際化 を図 り,先進技術の普及 ・拡大及び韓国品質管理運動 の紹介
を通 じて相互理解増進 を図った。
<TQC統括事務局設置 と品質管理5カ 年計画>
80年11月12日付で機構 改編 を行い,こ れ まで各事業部別に推進 して きた品質
管理業務 を全社的次元で統括 して,TQC(総 力品質管理)運 動 を推進す る実
務機構 としてTQC事 務局 を新設,企 画担 当の下 に置いた。そ して,総 合研究
所 に属 したIE(産 業工学)QA(品 質保証〉チ ームの業務 まで もTQC事 務
局へ移管 した。 これでTQC事 務局 は70年代以来推進 してきた品質管理教育,
工場 セマウル運動 分任組 によ るRCサ ー クル活動な どの総括的 な指導 ・推進
以外 に社内標準化管理及び外注管理など品質保証 と関係あ る長短期QA計 画樹
立 を推進 した。そ して品質検査 と関連 した提案及び生産性管理な どIE業 務 ま
で も担当するようにな り,総 力品質管理体制の基礎 を確立 した。続いて三星電
子は 「品質管理5ケ 年計画」 を樹立,81年1月29日「総力品質管理促進大会」
を開催 して5つ 品質管理の推進方針が発表され,役 職員が この計画の完全遂行
を決 めた。
TQC事 務局は81年1月1日 と82年9月1日の二回にか けての改編をつ うじ
て,以 前技術本部に属 していたTQC事 務局を代表理事直属にす る品質経営本
部に改編 し,各 製造事業部の品質管理室 には課制を導入,品 質管理体制の革進
的な強化措置を断行 した。品質経営本部 には本部長外 に副本部長1名 を置 きT
QC事 務局長 を兼任 させ,TQC事 務 局にはTQCチ ーム外 にIE(産 業工
学)QA(品 質保証)チ ームを置いた。 これ とは別に商品試験検査所,包 装試
験検査所 を新設,消 費者保護の側面 まで業務 を拡大 し,QC体 制 の最終 的確




品質経営本部発足後,10月14日には 「Q-1作戦」 を1年 余 り掛 けて強力に
展開 したが,こ れ は三星電子の品質管理運動の活性化 および定着 に大 きく寄与
した。「Q-1作 戦」 とは工程上の不良発生率 を1%以 下に抑制す るとい う意
味で,こ れ を強力 に推進 して売上1位 を達成 し,さ らに進んで世界第1を 指 向
す るという企業意志 を象徴 した ものであ る、,'1983年まで工程不良率1%以 下 に
達成す るとい う実践 目標をかか げて推進された品質管理 キャンペー ンの内容 は
① 品質管理体制の強化 と技 能の活性化。②すべての生産 ラインを対象に各作 業
班(組)別QCサ ー クル活動への 自主的 ・主体的参与 による総力品質管理の実
現。③製造工程上の不 良減少 と工程安定化 によ りロス除去 などであ る。 このよ
うなキャンペー ンを通 じて生産性 向上 お よび販売増進 の 目的 を達成す る為 に
原 ・副材料 の投 入か ら製品の出荷 にいた る全工程 を対象 に各 ラインの職 ・班長
をQC推 進 リー ダーに選定,登 録させ,厳 密な計画 によ り推進 した推進内容 に
ついては各課単位の 自主判断にまかせ るが,推 進結果 に対 しては,各 事業部 品
質管理室 による点検,調 査,TQC事 務局に よる総括診断 による事後措置 と計
画 ・修正 などを経て成果を確認 した。
そのような努力の結果,1982年6月24日三星電子はTV,冷 蔵庫な ど主力8
品 目に対 して工 業振興庁か ら国内初めての 「品質管理1等 級工場」15)に指定 さ
れた。83年初には全社各部門にかけてQ-1作 戦が推進されたが,5月 か らは
営業 ・海外サー ビス部 門でQC分 任組が組織 され活動 を開始 した。
〈トヨタ方式提案 キャンペー ンの展 開〉 を実施89年6月には第1回 提案 キ ャ
ンペー ンを実施 した。 また84年5月には 日本豊田 自動車の提案関係者 を招請 し
て全社員を対 象に提案 セ ミナー を開催 した。
15)品質管理等級制度:工 場 の品質管理水準を示す等級を付与 して各種品質検査免除,認 ・許可要




され る傾向が現れ,質 的発展を図るため に日本企業 の提案管理方式 を導入す る
よ うになった。そ して,分 任組提案 を強化 した り,部署別旅費制度 を導入 して
刺激を与 える と同時 に不振な部署に警戒心 を引 き起 こす ように した。86年3月
には,第1回 提案発表大会を開 き,優秀提案の事例発表を通 じて雰囲気を盛 り
上げたのであ る。提案活動に参加者の数 も増加 し,一 人当 り提案実績 も次第に
上が っている。例 と して,同 じ1等級工場でオデ オ製造業 のインケル社 は年間
一人当 りの提案件 数は4～5件161であるのに比べる と,7倍 以上で非常 に高い
提案率で あることがわかる(図 表 皿一2参 照)。
〈経営合理化運動 と生産性向上運動 の展 開〉
第2次 石油 シ ョックたよる原価上昇が企業経営 に大 きい打撃を与 えた。三星
電子 は不況克服前進大会 を開催 し,こ の運動 の3大 目標設定(① 品質改善② 原
価節減③生産性向上)と 対策委 員会及び活動 目標を公布 し 「全社員経営で不況
を克服 しよう」 とい うスローガンをかかげ全社員の参加 と実践 を確認 した。
80年代後半 に入 って生産性 向上の為 にVI(ValueInnovation原価革新)活
動 の持 続的拡大 実施 によ る全社 的な原 価節減運動,TPM(TotalProdutive
Maintenance綜合設備管理 シ ッステム)の 導入や提案制度の活性化,外 注の拡
(図表m-z)提 案 実 績
区 分
提 案 件 数
採 択 件 数
採 択 率(%)




1人 当 提 案 件
*86,97年の*表 示ぽ既存数値からの計算値である。
山所)「 三星電子二十年史」P.399,489参照Q
16)赤岡氏の'92年,10月韓国 インケル仕生産工場での現地 インタビュー内容か ら
1982 1983 1984 1985 1986 1987
19,300 56,1132336067 298365, 381,862564,765
6,005 15,039 35,958 30,617 32,797 68,752
3ユ.1 26.8 11.5 10.3 *8.6 寧12 .2
4,051 3853, 12044, 13,461
9,473 26,959 73,388198,517
2,048 3,139 11,288 11,594 2,145 16,431
9,831 9,882 12229, 13515, 15_6637 累18825F
1.96 5.68 19.1 22.0 24.38 30.00
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大,協 力会社 の経営指導の拡大などでその効果 を高め,外 注率 も次第に高めて
い った。
「MARCH-Q運 動」17,の展 開:三 星電子 は1986年3月1日か らすべての役
職員の品質意識 を高 め完全品質を追求す るために,意 識改革および新社風造成
運動を展開す ることに して 「MARCH-Q運 動」(全社 品質管理改革運動)を
展開 した。
〈品質管理工場審査機関 として指定>87年6月には電気 ・電子 産業 において必
須の6部 門で,家 電産業 としては初めて国家公認矯正検査機関に指定 され,高
い精密計測技術水準で グループ関係社お よび他企業 に対 して も矯正支援 が可能
にな った。7月 には品質管理工場審査機関18,として指定 を うけた。それによっ
て三星電子は協力企業に対 して品質管理等級審査 を実施す るよ うになったが,
87年には36社に対す る等級審査 を行い,1987年7月1日は,韓 国生産性 本部が
制定 して授与す る生産性 大賞191を受賞 した。
4)品 質管理体制の定着期
〈構成員数の縮小 と自律性を高めたQC運 動>86年民主化宣言以後,勤 労者の
権利意識が高 まり,労 使紛争 の増加や3K忌 避現象な どで分任組活動が多少沈
滞 しているなか,91年3月か らは従来20人内外で構成 されていた分任組 を7名
内外へ縮小再編 し,コ ミュニケーシ ョンの円滑化を図った。現在総数11,057名
の組合員が1.626個の分任組 に編成されで活動 を してい る(図 表 皿一3参 照)。
上記の ような組織改編を通 じて労使協議の場 を容易 に し,QCサ ー クル活動
の活性化 を図った。VTR事 業本部ではPCB作 業不良率 は91年12%から2%
17)MARCH;MはMoral〔意識)AはAcition(実践)RはReview(改善)CはChallenge
(挑戦)HはHuman(人 間関係)を 意味 しQはQualificauon(品質の向上)表 す。
18>品質管理工場審査機関;品質管理運動の民間主導へ移行する目的で品質管理水準が優秀な三星
電子,金 星社などを含 め6つ の母企業を 「品質管理審査機関」 として指定 した。そして,協 力部
品会社266個に対す る品質指導を したのち等級評価を直接実施するようになった。三星系101個で
(電子43,物産58)全体の40%をしめている。











(図表 皿一3)分 任組 の現 状





最 多 人 員
20
7
へ顕 著 に減少 し,組 織 上 ・下 問 の コ ミュ二一 ケ ー シ ョンが よ くな り,分 任 組 活
動 が 自己 開発 と相 互 開発 た め の討論 の場 に変化 した ので あ る。
冷 罨 生 産3課 の 場 合 プ レス,版 金,塗 装 な ど きつ い作業 環境 の なか で も,徹
夜 作 業 や 休 日勤務 な ど も分任 組 の 自発 的 決定 に よ り実 施 さ れた 。 そ の なか で 品
質 は34%,生 産性 は31%達成 し,年 初2交 替 に計 画 され た工 程 を,い まは昼 間
作業 だ けで 目標 を達 成 出来 る よ うに な った とい う報告20,が出 され てい る。
w結 論
〈企業成長のために電子産業へ進出は不可欠〉
三星は消費材 中心 の企業 として急成長 してきたが,70年代に入 り韓 国経済が
急成長す ることによ り産業構造 も高度化 され,政 府の政策 も重工業化及 び電子
産業育成政策にかわ った。そのよ.うな状況の中,三 星 も持続的成長を図るため
には新 しい電子 ・電機分野のへ進出 しなければ ならなかったので ある。1969年
当時,三 星電子 の設立は当 グループにとって大 きな リスクを伴 うものであった
が,そ れ によ り三星が今 日,韓 国は もちろん世界的大企業 グループと して成長
す るようになった一つの重要 な選択であ ったといえよう。実際,当 時か ら二十
年 を経た今,三 星電子は グルー プ内の主な製造企業全体の売上の40%以上 を占
める中枢 的企業 にな ってい る(図 表]V-1参照)。その当時,新 分 野へ投資 を
ためらった大企業は今や韓 国の財閥グルー プの ランクから脱落 したのであ る2㌔
20)「品質技術分任組152,46-54ページ参照。
21)60年代か ら発表された10大企業集団のなかで四期にかけて建在 したのは 「三星」と 「金星」だ
けである。
三星電子の発展とQCサークル活動
〈全 量輸 出の条 件 とQCサ ー ク ル活 動〉
三 星電 子 の設 立 に際 して,(図 表IV-1)


















主 要企 業の 売上推移
(単位 ウ+ン:0.16円)
1981 1991
物 産 13,600億 101,990億
電 子 4,200 52,271
重 工 業 1,400 15,578
製 糖 3,500 ユ04507
合 建 設 1,500 10,213
電 管 610 8,326
毛 織 1,100 5,079
合 繊 1,060 5,004
油 化 学 890 2,388
「東 洋 経 済 日報 」1992,10,20.7面
場で通用す るだけの品質が必要である。それだけの品質の ものをつ くるため に,
三星 は自ら進んでQCサ ー クル活動 に熱心 に取 り組んだ。
〈技術者 の登用 と現場 中心品質管理体制へ変容〉
韓国で は伝統 的に儒教思想の影響で,企 業経営者の大部分は教 養を重視す る
文科系出身者であったが,経 営理念で 「人材第一」を標す る三星はそれにごた
わらず理工系出身者を三星電子社長 に昇進 させ た。それか ら三星電子 は現場中
心,品 質管理中心的経営管理体制へ変 ってい った。そのような体制が現場で生
かせ ることがで きたのは,三 星の充実 した企業 内福利厚生制度が労働 の移動を
止め,熟 練 の蓄積がある程度可能だ ったか らであ ろう。また,三 星 は韓 国では
じめて大卒者 の公開採用制度 をお こない,グ ループ内で人的資源 の蓄積がそれ
な りで きたので効果的 なQCサ ー クル活動 を後押 しす ることが可能であった と
いえよう。
品質の問題 は現場の労働者 ・技術者,そ して経営者の三者が どのようにうま
く取 り組むかにかか っている。
〈品質経営体制 と政府の 「品質経営運動」の模範>
QCサ ー クル活動 はその性質上,職 場現場単位 で 自発的 に構成 され たイ ン
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フ ォー マ ルな小 グ ルー プ活動 で あ るが,三 星 電子 のQCサ ー クル活 動 は ス ター
トす る時 か ら既述 した よ うに避 け られぬ与 件 で あ った 。 そ して,経 営側 の積 極
的 な支援 と誘 導 によ り,フ ォー マ ルな組織 活動 と して お こな われ,各 種 技 法が
段 階 的 に拡 散 ・適用 され て い た(図 表IV-2)。82年か らは全経 営 シ ステ ム を
(図表IV-2)段 階的QC活 動












皿.QCサ ー クル活動 開 始






















第1次 提案キ ャンペイ ン












挙げて 「品質経営本部」体制を作 り品質中心的経営運営を して きたが,最 近韓
国政府は企業 の競争力回復のために,い ままでのQC運 動 に代 えて 「品質経 営
(QM)運動」を展開 してい る。それは,ま さに,三 星電子の 「品質経営本部」
体制運営がそのひとつのモデルケースになった と言 えよう。以上,三 星電子 に
おけるQCサ ー クル活動をみて きたが,三 星が品質を高め ようとすれば これだ
けに とどまるわけにはいかなか った。なぜ なら,品 質を向上させ るには自社内
だけの品質管理では不十分だか らである。 そのため三星のQCサ ークル活動は
企業 を超 えて展開されてい る。 この点につ いては,稿 を改 めて分析 してみたい。
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